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2026 年 7 月 30 日 
各  位 

会社名 ジェコス株式会社 
代表者名 代表取締役社長 野房 喜幸 

（コード：9991、東証プライム） 
問合せ先 総務部長 大坪 真己 

（TEL 03-6699-7402） 
 
 
JS Tan Consultants Pte. Ltd.（シンガポール）の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
 

当社は、昨日開催の取締役会において、シンガポールの建設コンサルタント会社 JS Tan 
Consultants Pte. Ltd.（以下、JS Tan 社）の株式を取得し、連結子会社化することを決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．株式取得の理由 

JS Tan 社は、シンガポールを拠点に建設コンサルタント業を展開しております。同社は

シンガポールの構造設計業務において重要な Professional Engineer の資格者を有し、高度

な技術力を背景に主に建築案件の構造設計を手掛け、安定した業績を上げております。 
当社は中長期的な成長戦略の一環として海外事業の拡大を掲げております。JS Tan 社の

事業は、シンガポールにおいて重仮設業を営む FUCHI Pte. Ltd.、ベトナムにおいて主に仮

設設計業を営む Gecoss Vietnam Co., Ltd.の当社連結子会社 2 社と親和性があり、JS Tan
社および当社を含めた 4 社間の連携活動によるシナジー創出が見込めることから、JS Tan
社を将来の当社海外事業拡大に寄与する企業と位置付け、今般、本件株式を取得することに

いたしました。 
 
２．異動する子会社の概要 
（１）名称 JS Tan Consultants Pte. Ltd. 
（２）所在地 1 Thomson Road, #04-342G, Balestier Hill Shopping 

Centre, Singapore 
（３）代表者の役職・氏名 Managing Director  Tan Jiok Saw 
（４）事業内容 建設コンサルタント 
（５）資本金 500 千 SGD（シンガポールドル） 



2 

（６）設立年月日 2012 年 12 月 4 日 
（７）大株主及び持株比率 Tan Jiok Saw  100.0% 
（８）上場会社と当該会社 

との関係 
資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 
 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

純資産 1,112 千 SGD 1,130 千 SGD 1,206 千 SGD 
総資産 1,354 千 SGD 1,420 千 SGD 1,515 千 SGD 

１株当たり純資産 2.22 SGD 2.26 SGD 2.41 SGD 
売上高 4,460 千 SGD 4,456 千 SGD 3,940 千 SGD 

営業利益 999 千 SGD 773 千 SGD 873 千 SGD 
経常利益 999 千 SGD 773 千 SGD 873 千 SGD 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

882 千 SGD 693 千 SGD 775 千 SGD 

１株当たり当期純利益 1.76 SGD 1.39 SGD 1.55 SGD 
１株当たり配当金 2.00 SGD 1.35 SGD 1.40 SGD 

（1SGD=約 125 円） 
 
３．株式取得の相手先の概要 
（１）株式取得相手先 Tan Jiok Saw 
（２）上場会社と相手先の関係 該当事項はありません。 

 
４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 
（１）異動前の所有株式数 0 株 
（２）取得株式数 500,000 株 
（３）取得価額 企業価値 6,800 千 SGD 

（本件取引完了時の対象会社の現預金や純有

利子負債等に係る調整を行い、実際の取得価額

を確定します）（注） 
（４）異動後の所有株式数 500,000 株（議決権所有割合：100.0%） 

（注）この他、条件付取得対価として最大 1,000 千 SGD が、株式譲渡契約において規定さ

れた株式取得後の事業評価項目を達成することを条件として、売主に対して現金で支払わ

れることになります。 
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５．日程 
（１）取締役会決議日 2026 年 7 月 29 日 
（２）契約書締結日 2026 年 7 月 29 日 
（３）株式引受実行日 2026 年 8 月 31 日（予定） 

 
６．今後の見通し 
本株式取得に伴い、JS Tan 社は当社の連結子会社となる予定です。 
本株式取得による当社の当期（2027 年 3 月期）連結業績に与える影響は軽微であると判

断しております。今後、開示すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 
 
 

以上 


